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研究成果の概要（和文）：通所系介護サービスを利用している要介護高齢者のADL変化の実態や、在宅生活継続
のために必要な支援、効果的な支援を明らかにすることを目的に、通所介護事業所および通所リハビリテーショ
ン事業所の職員を対象にインタビュー調査を実施し、ADL低下の要因、実態、改善に向けた支援、多職種連携、
ICT活用への期待と課題等について明らかにした。その後、全国の通所介護事業所26,065事業所から無作為抽出
した1,000事業所を対象にアンケート調査を行い、「ICTを活用した通所系サービスにおけるADL改善・重度化防
止モデル」の実現可能性を確認した。

研究成果の概要（英文）：We are conducting a day care business with the aim of clarifying the actual 
changes in ADL of elderly people requiring care who are using day care services, as well as the 
necessary support and effective support to continue living at home. An interview survey was 
conducted with staff at rehabilitation facilities and day rehabilitation facilities. As a result, we
 clarified the causes of ADL decline, the actual situation, support for improvement, 
multi-disciplinary collaboration, expectations and challenges for ICT utilization, etc. We then 
conducted a questionnaire survey targeting 1,000 day care facilities randomly selected from 26,065 
day care facilities nationwide.As a result, we found a model for improving ADL and preventing the 
severity of ADL in day care services using ICT was shown to be effective.

研究分野：高齢者福祉、リハビリテーション

キーワード： 通所介護事業所　ADL低下・重度化予防　ICT　データベース　在宅生活継続支援
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研究成果の学術的意義や社会的意義
通所系サービスを利用していても要介護度の重度化を防げていないケースが多い。そこで、通所系サービス事業
者が在宅要介護高齢者のADL低下を予見し、適切なタイミングでサービス利用を促すシステムが必要との結論に
至った。本研究では、要介護度の重度化に影響する要因を見出し、ICTを活用して情報の共有、適切な介入を行
うADL改善・重度化防止モデルを構築した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

2017年の介護保険法改正では、「自立支援・重度化防止」が基本方針に明確に位置付けられ、
介護保険の理念である自立支援がより強調された。特に、通所リハビリテーションに続き、2018
年度報酬改定では介護系サービスで初めて通所介護にアウトカム評価が導入され、利用者の
ADL 改善・重度化防止に対して金銭的なインセンティブが付与されることになった。すなわち
介護保険制度上、通所系サービス（通所介護、通所リハビリテーション）の役割として ADL改
善が明確に位置付けられた。 
しかし、ADL改善の観点からは大きな課題がある。全国から 10,000事業所を無作為抽出して
実施した「通所介護等の今後のあり方に関する調査研究事業」における要介護度の変化（1年前
との比較）では、「この 1年間で要介護度が悪化して要介護 5になった」と回答した者の割合は
24.1%(1,491 人中 360 人)であり、通所介護を利用していても ADL 低下を防げていない（三菱
UFJリサーチ&コンサルティング:2017）。 

ADL 改善には栄養指導や歩行など包括的な介入の必要性が報告されている(Goodwin N, et 
al.:2013, McCullagh E, et al.:2005)。また、WHO（世界保健機関）が 2017年に発表した高齢
者のための統合ケアガイドライン(Integrated care for older people)では、重要な要素の一つと
して、包括的な支援と適切なモニタリングシステムを挙げている。これらに対して、わが国の通
所系サービスには、包括的な介入に必要な専門職の配置が義務づけられている。 
 報告者は 2013年度から施設入所者の ADL改善、および在宅復帰支援を行ってきた。また、
研究代表者として進めた科研費研究では、要介護高齢者の「施設からの在宅復帰」および在宅生
活継続には、食事摂取量、水分摂取量、夜間の排泄方法、屋内移動能力が強く影響していること
を明らかにした。さらに、ADL改善にあたり、自立支援型の入所施設でモニタリングしている、
日々の食事摂取量、水分摂取量、排泄、活動の状況を、情報通信技術 (ICT; Information and 
Communication Technology)を活用して在宅の要介護高齢者でもモニタリングできるウェブシ
ステムを開発した。 
 報告者は、入所型施設では重度の要介護高齢者に対しても一定の成果を上げている ADL改善
が、通所系サービスでは困難な理由について、本研究組織における研究協力者でもある通所系サ
ービス事業者への口頭調査から、以下のように推察した。 
① 通所系サービスでは、家庭での食事摂取量、水分摂取量、排泄、活動に関する情報収集が欠
如しており、情報共有と ADL低下の徴候の把握ができていないのではないか。 
 通所系サービスにおける家庭での様子の把握は多くの場合手書きの連絡帳に頼っており、通
所日以外で食事摂取量や水分摂取量が低下した場合や、便秘、活動量低下等の情報を、利用者、
家族、サービス事業者、ケアマネジャーが共有できず ADL低下の徴候を見逃している。 
② 通所系サービスでは、適切なタイミングでの介入が欠如しているのではないか。 
 通所系サービス利用者は、通常、ケアプランに基づき事前に通所予定を組んでいる。例えば毎
週月曜と木曜に利用する利用者の場合、仮に金曜に「食事摂取量低下」の情報が入ったとしても、
現状では次の通所日である月曜まで、通所サービス事業者は介入できない。 
 以上の理由から申請者は、通所系サービス利用者の ADL改善のためには、入所型施設と同様
に、家庭での状態も含めてリアルタイムでモニタリングすること、そのデータに基づき ADL低
下の徴候を把握し、かつ速やかに通所系サービスを利用できるような通知システムを構築する
こと、その上で ADL改善に向けた包括的なケアを提供することが必要と考えた。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、既に開発した ICT を活用したモニタリングシステムを発展させて、介護保
険法の基本理念である自立支援・重度化防止を実現するモデルを構築することである。具体的に
は以下の研究を進めた。 
 
(1) 通所系介護サービス事業所における利用者の ADL変化に関する実態調査 
本研究の目的は、通所系介護サービスを利用している要介護高齢者の ADL変化の実態や、在
宅生活継続のために必要な支援、効果的な支援を明らかにすることである。 
 
(2) 通所介護事業所における ICTを活用した ADL改善・重度化防止システムの実用可能性と有
効性の検討 
本研究の目的は、開発中の「通所介護事業所における ICTを活用した ADL改善・重度化防止
システム」の有効性と実用可能性を検討するために、通所介護事業所における利用者の ADL低
下の実態把握と、利用日増加による ADL低下防止の可能性、および利用日増加の障壁と考えら
れる項目を明らかにすることである。 
 
３．研究の方法 
(1) 通所系介護サービス事業所における利用者の ADL変化に関する実態調査 
 半構造化面接法による質的帰納的研究である。通所介護事業所の職員 6 名と、通所リハビリ
テーション事業所の職員 5名の協力を得て、インタビュー調査を実施した。 



 
(2) 通所介護事業所における ICTを活用した ADL改善・重度化防止システムの実用可能性と有
効性の検討 

2020年 12月 31日時点で、厚生労働省が公表している全国の通所介護事業所 26,065事業所
から、1,000事業所を無作為抽出した。その 1,000事業所の管理者または管理者に準ずる職員を
対象とした。郵送法による自記式質問紙調査である。調査対象の全ての事業所の管理者あてに、
研究目的、方法、倫理的配慮等を記載した協力依頼文書と、質問票各 1通を郵送し、管理者また
は管理者に準ずる職員に回答を依頼した。質問票 1通ごとに返信用封筒 1通をクリップ止めし、
回答後に回答者自身が封緘して直接研究者宛てに返信出来るようにした。この手続きにより、
2021年 5月に質問票 1,000通を郵送した。 
 
４．研究成果 
(1) 通所系介護サービス事業所における利用者の ADL変化に関する実態調査 
 通所系介護サービスの利用者は、【ADL低下に影響する要因】が複数あり、providerによる適
切な支援のプロセスがない場合には【ADL 低下の実態】につながっていることが明らかになっ
た。他方、providerによる【ADL改善のために必要な支援】、【ADL改善に向けた自施設での工
夫】のプロセスにより、【多職種連携による ADL改善】、【家族との連携による ADL改善】とい
う望ましい結果につながり、その結果、client の【ADL 改善の実態】があることが分かった。
providerは【現状は困難な情報収集と情報共有】を認識しており、【ICT活用への期待】が大き
いが、一方で【ICT活用への課題】も抱えていた。 
 
(2) 通所介護事業所における ICTを活用した ADL改善・重度化防止システムの実用可能性と有
効性の検討 
本研究の結果、直近 6 ヶ月間で利用者の ADL低下を認識している事業所が 79.5%、ADL低
下防止の目的で利用日を増加させた経験がある事業所は 75.8%、そのうち 85.2%の事業所が、利
用日増加によって ADL低下を防止できたことが明らかになった。また、筆者が開発中の、利用
者の状態をデータベース化して、利用日を柔軟に変更するシステムの有効性については、90.7%
が有効と思うと回答した。 
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